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前回までの健康投資WGの議論を踏まえた検討の方向性

1.大規模法人部門

(1)申請プロセスの改善
①申請・認定フローの効率化 ②調査票の簡略化 ③評価尺度の透明性の向上

(2)昨年度以前からの継続論点
①保険者との連携 ②新型コロナ対応 ③喫煙対策

(3)健康経営の深化
①情報開示の促進 ②サプライチェーンにおける取組 ③社会全体を健康に

2.中小規模法人部門

(1)申請プロセスの改善
①申請・認定フローの効率化 ②健康宣言事業の取り扱い ③ブライト500評価の変更

(2)昨年度以前からの継続論点
①PDCA意識の強化 ②新型コロナ対応 ③喫煙対策

※②新型コロナ対応、③喫煙対策については、大規模法人部門と共通



１．大規模法人部門
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法人：健康経営調査に回答

健康経営優良法人2021申請・認定フロー

事務局：認定基準に適合しているか判定

事務局：FBシートと申請・誓約書を
メールで送付

事務局：FBシートをメール
で送付

法人：申請・誓約書を作成(紙媒体/押印必須)

保険者：申請・誓約書に記入(紙媒体/押印必須)

保険者：事務局に申請書郵送 保険者：法人に返却

事務局：必要に応じて追加確認

事務局：認定委員会において認定審査

事務局に提出(データアップロード)

適合 不適合

申請・誓約書を保険者に郵送

誓約書すべて〇 保険者誤りor誓約×

法人：健康経営調査に回答、
申請・誓約書作成（押印無し/完全電子化）

事務局：認定委員会において認定審査

事務局に提出(データアップロード)

事務局：内定通知

事務局：認定公表事務局：認定公表

健康経営優良法人2022申請・認定フロー案

事務局：必要に応じて追加確認

事務局：法人にエビデンス調査
※調査対象法人は一定数をランダム抽出

事務局：法人にエビデンス調査（保険者への確認含む）
※調査対象法人は一定数をランダム抽出

(1)①申請・認定フローの効率化

事務局：内定通知

事務局：認定基準に適合しているか判定
・FBシートをメールで送付

連名申請

※保険者との連携に
関する評価の見直し
（後述）

紙

紙

紙

紙

 申請・認定手続きの効率化を図るため、申請書・誓約書の電子化を行い、フローを見直す。



平成28年度

（優良法人2017）
－ 124問

平成29年度

（優良法人2018）

「病気の治療と仕事の両立の促進に向

けた取り組み」を追加 など
159問

平成30年度

（優良法人2019）

「女性の健康保持・増進に向けた取り

組み」を追加 など
167問

「受動喫煙対策に関する取り組み」を

必須項目に変更 など

令和元年度

（優良法人2020）

「トップランナーとして健康経営の普及に

取り組んでいること」を追加 など
180問

「ホワイト500」とそれ以外の認定要件

を一部分離 など

令和2年度

（優良法人2021）

「健康課題に基づいた具体的目標の

設定」を必須項目に変更 など
198問
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(1)②調査票の簡略化 ー 回答負担の軽減

※各設問のSQ（サブクエスチョン）も設問数として集計

令和３年度

（優良法人2022）

176問

 これまで評価の精度を高めるべく設問数が増加してきたが、回答負担に鑑みて各設問を精査し、適
切な評価が難しい設問や、相対的に重要性が低い設問を中心に削減を行う。



１.認定要件かつ配点設問

・会社全体の目的および体制の開示 など
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(1)②調査票の簡略化 ー 設問分類の変更

 「アンケート設問」と「配点のない設問」に差がないため、「アンケート設問」の分類をなくし、また
「配点のない設問」については注釈でその旨を明示する。分類は以下のとおり。

４.アンケート設問

・健康経営に取り組み始めた時期
・各区分の健康投資額 など

３.配点のない設問

・基本情報
・社外公開している内容の抜粋 など

２.配点設問

・目的・体制以外の開示項目 など

１.認定要件かつ配点設問

・会社全体の目的および体制の開示 など

３.配点のない設問

・基本情報（健康経営に取り組み始めた時期などを含む）

・社外公開している内容の抜粋 など

２.配点設問

・目的・体制以外の開示項目 など

＜従来＞ ＜変更後＞

※回答にあたってデータ集計等の負担が大きい設問（各区分の健康投資
額）や、大方の企業が対応している設問（データの活用）などは削除。
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(1)③評価尺度の透明性の向上

 顕彰制度の評価尺度の透明性を向上するため、４側面の内訳毎の配点を開示してはどうか。

【参考】評価側面と配点のイメージ

 ウエイト及び配点は、今年度の結果を分析したうえで、必要に応じて来年度以降の見直しを検討する。

側面 ウエイト 内訳 配点 設問番号 設問内容

Q12 & SQ1 理念・方針の明文化

・・・ ・・・

Q13 & SQ1 社外公開の有無、媒体

・・・ ・・・

Q17 & SQ1 & SQ2 取締役会・経営会議等での議題化とその同席者、回数

Q19 組織の責任者の役職

Q20 従業員の健康保持・増進の推進を統括する組織の形態

・・・ ・・・

Q24(a) 産業医人数、従事日数

Q24(b) & (c) & (d) 保健師、看護師人数、従事日数、その他専門職

Q29 任意健診・検診の受診率向上策

Q69SQ1 課題に対する対応度

Q30 医療機関への受診勧奨

・・・ ・・・

Q34 & SQ1 従業員に対する教育

Q35 労働時間の管理制度・施策

Q47 女性特有の健康課題研修

・・・ ・・・

Q27 課題の把握を目的として活用しているデータ

・・・ ・・・

Q37(a) & (b) 年間総実労働時間、所定外労働時間

・・・ ・・・

Q34SQ2 従業員に対する教育の実施状況

・・・ ・・・

Q68 健康経営の実施を踏まえた効果検証

・・・ ・・・

1.経営理念・方針 30%

明文化・

社内浸透
●点

情報開示・

他社への普及
●点

●点

限定しない施策 ●点

その他の施策

2.組織体制 20%

経営層の関与 ●点

体制構築・

担当者教育
●点

担当者人数 ●点

課題単位・施策全体の

効果検証・改善
●点

●点

4.評価・改善 30%

健康診断結果等の

指標の把握
●点

労働時間・休職等の

指標の把握
●点

各種施策の結果把握・

効果検証
●点

3.制度・施策実行 20%

健康課題の

把握・対応
●点

リスク保有者

限定施策
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 保険者との連携を推進するため、①40歳以上の従業員の健診データの提供、②特定健診・特定
保健指導の実施率を問う設問を新たに追加する。

(2)①保険者との連携

 事業者等の法定義務であるが、前回までは大規模法人部門では要件としていなかったため、必須項目の設問として追加する。

①40歳以上の従業員の健康診断のデータ提供（求めに応じて）

②回答法人単位の特定健診・特定保健指導の実施率

 保険者単位の実施率が加算対象の場合は足切りをし、それ以上の評価をしていなかったが、法人単位の実施率に応じて加点
方式で評価する。（実施率を把握していない場合は不適合）
※法人単位の実施率の把握方法は、申請法人から加入保険者に問い合わせることを想定。



(2)②新型コロナ対応

 従業員等のワクチン接種に対する支援を含め、新型コロナ対応は、業種・規模にかかわらず重要であ

る、①非常事態下の事業継続体制、②接触回避、③職場環境整備、④ワクチン接種の4項目で

評価する。

※前回の調査時点では新型コロナの急速な拡大に伴い、健診や具体的施策（イベント等）に関して臨時的に救済措置を設けることとしたが、国内での感染拡大
から1年以上が経過した今、健康経営に取り組む法人の多くがコロナ下でも代替手段により取組を継続している状況に鑑み、今回からは救済措置を撤廃する。 8



(2)③喫煙対策

 前回WGの議論のとおり、「従業員の喫煙率を下げる取り組み」を認定要件の選択項目に追加する。

※中小申請書の設問については参考資料９を参照。
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(3)健康経営の深化ー より広いＥＳＧの観点で捉える

 ESG投資に関する運用機関向けアンケート調査では、情報開示が大きな課題に。

（出所）経済産業省「ESG投資に関する運用機関向けアンケート調査」（令和元年12月）

→ＥＳＧのＳとして、健康経営の情報開示を更に促進。
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(3) ①情報開示の促進ー 令和2年度健康経営度調査評価サマリーの開示

 令和２年度フィードバックシートの開示について、健康経営銘柄2021選定企業48社から同意を得
た上で、5月10日に経済産業省HPで公開。

 続けて、ホワイト500認定法人のうち約9割にあたる441社から同意を得て、6月17日に公開（6
月15日時点の時価総額合計249兆円）。その際、国内外の投資家による評価・分析を促す観点
から、Excelデータの掲載や英語での情報発信を行った。

https://www.meti.go.jp/press/2021/06/20210617002/20210617002.html

2021年6月17日 経済産業省プレスリリース
「健康経営優良法人2021（大規模法人部門
（ホワイト500））」の評価サマリーの公開

英語版のプレスリリース

https://www.meti.go.jp/english/press/2021/0617_001.html

https://www.meti.go.jp/press/2021/06/20210617002/20210617002.html


12

 今回の試行的な公開の結果を踏まえ、本年度の健康経営度調査において開示の意向を確認する設
問を設け、評価結果（フィードバックシート）及び一部設問の回答内容について「開示可」とすること
をホワイト500認定の条件とする。

 開示する「一部設問の回答内容」は、フィードバックシートの偏差値の情報を補完し、またステークホル
ダーや他社にとって参考となる項目として、「健康経営の戦略」及び「効果検証」とする。

(3)①情報開示の促進

＜健康経営の戦略＞ ＜健康経営の効果検証＞
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(3)健康経営の深化ー 特にＥＳＧのＥ（Environment）との比較

（出所）環境省「グリーン・バリューチェーンプラットフォーム」ホームページ

 ESGのEの評価においては、事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（スコープ１）だけでなく、間
接排出（スコープ２）や、サプライチェーン・事業活動全体（スコープ３）の脱炭素化も考慮する動
きが見られる。

→健康経営においても、「サプライチェーン」や「社会全体」をスコープとしてはどうか。



14

(3)②サプライチェーンにおける取組

 これまで、取引先の健康経営の実施状況等を把握・考慮しているか問うていたが、今後はそれに加
え、取引先の健康経営の取組を支援し、その旨を対外的に公表しているかどうかを重視する。
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(3)②サプライチェーンにおける取組 ー 【参考】パートナーシップ構築宣言

※パートナーシップ構築宣言ポータルサイト トップページ抜粋
（令和3年5月26日時点）

＜健康経営銘柄2021に選定されている東京海上HDの事例＞

 パートナーシップ構築宣言とは、①サプライチェーン全体での付加価値向上に向けた連携や、②中小企
業等への「取引条件のしわ寄せ」の防止について取り組むことを、企業が自主的に宣言する枠組みのこ
と。

 健康経営銘柄の中には、取引先に対する健康経営の支援に関して宣言を行っている企業もいる。
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(3)③社会全体を健康に

 健康経営銘柄等のトップランナーにおいては、自社従業員に対する健康経営の取組にとどまらず、
SDGsやESG投資に関連して社会全体への付加価値を考慮する動きも見られる。

 こうした動向の調査を目的として、企業活動や商品・サービスを通じた社会全体の「健康」への寄
与に関する設問を設ける（自由記述式とし、評価項目にはしない）。

 なお、ヘルスケアに関わる業種に限らず、例えば金融機関であれば、健康をテーマにした金融商品の
開発や、投資評価に健康経営を組み入れることなどが考えられる。



２．中小規模法人部門
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(1)①申請・認定フローの効率化

健康経営優良法人2021申請・認定フロー

事務局に提出(回答シート：データアップロード、申請書：紙媒体を郵送） 事務局に提出(データアップロード)

健康経営優良法人2022申請・認定フロー案

確認結果○

事務局：認定公表（評価結果をメール送付）

事務局：内定通知

法人：認定申請書に回答
申請・誓約書作成

（回答シートのみ電子媒体/紙の申請書は押印必須）

事務局：集約・必要に応じて追加確認

事務局：認定委員会において認定審査

法人：認定申請書に回答
申請・誓約書作成

（押印無し/完全電子化）

事務局：認定委員会において認定審査

事務局：集約・必要に応じて追加確認

事務局：法人にエビデンス調査
（加入保険者に確認が必要な事項についてエビデンス調査の

一環として、保険者の協力を得て確認）
※調査対象法人は一定数をランダム抽出

事務局：加入保険者に確認が必要な事項について確認
※確認対象は全申請法人

事務局：法人にエビデンス調査
※調査対象法人は一定数をランダム抽出

事務局：認定公表（評価結果をメール送付）

事務局：内定通知

確認結果×

不認定

 今後も申請数の拡大が見込まれることから、申請に係る負担軽減のため申請書・誓約書の電子化を
行い、申請・認定フローの見直しを行う。



(1)②健康宣言事業の取り扱い
 健康経営に取り組む法人は保険者と連携して健康経営施策を実施すべきとの観点から、法人が加

入している保険者が行う健康宣言事業に参加し、社内外にその情報を発信していることを必須要件
としてきた。

 加入保険者が健康宣言事業を実施していない場合、申請法人を不認定と扱っていたが、下記のとお
り見直しを行う。（具体的な設問案は参考資料９参照）

＜検討が必要な事項：健康宣言事業を実施していない保険者への対応＞

• 加入保険者（特に国保組合や共済組合）が健康宣言事業を実施していないために認定を受けられない法人が複数あったことを
踏まえ、令和2年3月の健康投資WGで検討を行い、健康宣言事業未実施の国保組合や都道府県に対する協力依頼を行った
が、状況の大きな改善は見られなかった。

• 国保組合で健康宣言事業を実施しているのは4組合のみ（全国土木建築国民健康保険組合、東京建設業国民健康保険組合、東京土
建国民健康保険組合、静岡県建設産業国民健康保険組合）であり、共済組合では実施している組合はない。

• これまで、保険者が健康宣言事業を実施していないことにより、健康経営を実施しているが申請自体を諦めた法人からの問い合わ
せが数十件あった。（前回申請をして不認定になったケースは2件）

条件① 条件②

保険者の健康宣言事業あり 保険者の健康宣言事業へ参加

社内外への発信
保険者の健康宣言事業なし

自治体の健康宣言事業へ参加
（自治体もなしの場合に限り、自社
独自の健康宣言の実施で可）

＜健康経営優良法人2022（中小規模法人部門）対応案＞
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健康経営優良法人2022（中小規模法人部門（ブライト500））選定方法

• 「健康経営の評価項目における適合項目数」および、新設する「健康経営の取り組みに関する地域への発信
状況」を評価する。

• 健康経営優良法人の中でも優れた企業であることを重視し、選択項目15項目中13項目以上適合している
ことを条件とする。

• そのうえで、以下のウエイトで配点し上位500法人を算出する。

(1)③ブライト500評価の変更

項目 2020年度 2021年度

健康経営の評価項目における適合項目数（13項目以上に対し1項目ごとに加点）
※2020年度は「12項目以上」としていたが、ブライト申請数が5000を超えており、より質の高い取

組を評価する観点から変更
３ ３

健康経営の取り組みに関する自社からの発信状況
（自社HPへの掲載等） ２ ３

健康経営の取り組みに関する外部からの発信依頼を受けての発信状況
（取材、講演会の対応等） ２ １

 健康経営優良法人2021（中小規模法人部門）の中から、「健康経営優良法人の中でも優
れた企業」かつ「地域において、健康経営の発信を行っている企業」として優良な上位500法人に
対して、「ブライト500」の冠を付加して表彰。

 ２回目の認定となる2021年度は、地域における健康経営のトップランナーとして自社の具体的な
取組を積極的に発信していることを評価するため、ウエイトを変更する。
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(2)①PDCA意識の強化

 健康経営の取り組みにおけるPDCAの重視を図っており、2019年度からPDCAの各要素を記載
する定性記述欄を設け、取組を促してきた。

 2020年度に「健康経営の評価・改善に関する取り組み」（PDCAのCAに該当）を選択項目と

して追加したが、アナウンスどおり今年度から必須化を行う。

<設問案>

21



３．スケジュール・認定要件

22



令和３年度健康経営顕彰制度のスケジュール案

 申請・認定フローの見直し等に伴い、下記のスケジュールを予定。
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大項
目

中項目 小項目 評価項目
認定要件

大規模 銘柄・ホワイト500

１．経営理念・方針

健康宣言の社内外への発信（アニュアルレポートや統合報告書等での発信） 必須

①トップランナーとして健康経営の普及に取り組んでいること
左記①～⑯のうち

13項目以上 必須

２．組織体制

経営層の体制 健康づくり責任者が役員以上

必須保険者との連携 健保等保険者と連携

専門資格者の関与 産業医又は保健師が健康保持・増進の立案・検討に関与

３
．
制
度
・
施
策
実
行

従業員の健康
課題の把握と
必要な対策の

検討

対策の検討 健康課題に基づいた具体的目標の設定 必須

健康課題の把握

②定期健診受診率（実質100％）

左記①～⑯のう
ち13項目以上

左記②～⑯のう
ち13項目以上

③受診勧奨の取り組み

④50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施

健康経営の
実践に向けた
土台づくり

ヘルスリテラシーの向上 ⑤管理職又は従業員に対する教育機会の設定
※「従業員の健康保持・増進やメンタルヘルスに関する教育」については参加率（実施率）を測っていること

ワークライフバランスの推進 ⑥適切な働き方実現に向けた取り組み

職場の活性化 ⑦コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み

病気の治療と仕事の両立支援 ⑧病気の治療と仕事の両立の促進に向けた取り組み(⑮以外)

従業員の心と
体の健康づくりに

関する
具体的対策

保健指導 ⑨保健指導の実施及び特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み
※「生活習慣病予備群者への特定保健指導以外の保健指導」については参加率（実施率）を測っていること

健康増進・
生活習慣病予防対策

⑩食生活の改善に向けた取り組み

⑪運動機会の増進に向けた取り組み

⑫女性の健康保持・増進に向けた取り組み

感染症予防対策 ⑬従業員の感染症予防に向けた取り組み

過重労働対策 ⑭長時間労働者への対応に関する取り組み

メンタルヘルス対策 ⑮メンタルヘルス不調者への対応に関する取り組み

喫煙対策
⑯【新設】喫煙率低下に向けた取り組み

受動喫煙対策に関する取り組み 必須

４．評価・改善 健康保持・増進を目的とした導入施策への効果検証を実施 必須

５．法令遵守・リスクマネジメント（自主申告）
※誓約事項参照

定期健診の実施、健保等保険者による特定健康診査・特定保健指導の実施、50人以上の事業場にお
けるストレスチェックの実施、従業員の健康管理に関連する法令について重大な違反をしていないこと、など 必須

健康経営銘柄2022選定基準及び健康経営優良法人2022（大規模法人部門）認定要件案
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健康経営優良法人2022（中小規模法人部門）認定要件案

大項目 中項目 小項目 評価項目 認定要件

１．経営理念・方針 健康宣言の社内外への発信及び経営者自身の健診受診 必須

２．組織体制
健康づくり担当者の設置

必須
(求めに応じて)40歳以上の従業員の健診データの提供

３
．
制
度
・
施
策
実
行

従業員の健康課題
の把握と必要な
対策の検討

対策の検討 健康課題に基づいた具体的目標の設定 必須

健康課題の把握

①定期健診受診率(実質100％)
左記①～③
のうち

2項目以上 ブ
ラ
イ
ト
５
０
０
は
左
記
①~

⑮
の
う
ち
13

項
目
以
上

②受診勧奨の取り組み

③50人未満の事業場におけるストレスチェックの実施

健康経営の
実践に向けた
土台づくり

ヘルスリテラシーの向上 ④管理職又は従業員に対する教育機会の設定

左記④～⑦
のうち

１項目以上

ワークライフバランスの推進 ⑤適切な働き方実現に向けた取り組み

職場の活性化 ⑥コミュニケ－ションの促進に向けた取り組み

病気の治療と仕事の両立支援 ⑦病気の治療と仕事の両立の促進に向けた取り組み(⑭以外)

従業員の心と
体の健康づくりに関する

具体的対策

保健指導 ⑧保健指導の実施又は特定保健指導実施機会の提供に関する取り組み

左記⑧~⑮
のうち

４項目以上

健康増進・
生活習慣病
予防対策

⑨食生活の改善に向けた取り組み

⑩運動機会の増進に向けた取り組み

⑪女性の健康保持・増進に向けた取り組み

感染症予防対策 ⑫従業員の感染症予防に向けた取り組み

過重労働対策 ⑬長時間労働者への対応に関する取り組み

メンタルヘルス対策 ⑭メンタルヘルス不調者への対応に関する取り組み

喫煙対策
⑮【新設】喫煙率低下に向けた取り組み

受動喫煙対策に関する取り組み 必須

４．評価・改善 健康保持・増進を目的とした導入施策への効果検証を実施 必須

５．法令遵守・リスクマネジメント（自主申告）
※誓約事項参照

定期健診の実施、健保等保険者による特定健康診査・特定保健指導の実施、
50人以上の事業場におけるストレスチェックの実施、従業員の健康管理に関連
する法令について重大な違反をしていないこと、など

必須
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